
国土技術政策総合研究所資料 

下水道技術開発会議 エネルギー分科会報告 2021 

下水道研究部 

The Report of the Energy Management Subcommittee of Research and Development Committee on Sewerage, 2021 

Water Quality Control Department 

国土交通省 国土技術政策総合研究所 

ISSN 1346 -7328 
国総研資料 第 1223 号  

令 和 ４ 年 ８月 

TECHNICAL  NOTE  of  

National Institute for Land and Infrastructure Managemen t  

No.1223 August 2022 

National Institute for Land and Infrastructure Management 

Ministry of Land, Infrastructure,Transport and Tourism,Japan  



〒305-0804 茨城県つくば市旭１番地 
電話：029-864-3343  Fax：029-864-2817  E-mail：nil-gesuidou@mlit.go.jp 

国土技術政策総合研究所資料 Technical Note of NILIM 
第 1223 号   2022 年 8 月 No.1223    August 2022 

下水道技術開発会議 エネルギー分科会報告 2021 

下水道研究部 

The Report of the Energy Management Subcommittee of Research and Development 
Committee on Sewerage, 2021 

Water Quality Control Department 

概要 

国総研では、2018（平成30）年10月に下水道技術開発会議エネルギー分科会を設置し、

下水道事業における新技術の導入促進を検討している。 

本研究資料は、下水道技術開発会議エネルギー分科会において、2021（令和3）年度に下

水道事業の地球温暖化対策等を検討したので、その内容について取りまとめたものである。 

キーワード ：脱炭素、カーボンニュートラル、地球温暖化対策

Synopsis 

The NILIM has established the Energy Management Subcommittee on Sewerage about 

Research and Development (EMSSRD) and has been considering to promote the 

introduction of new technologies on sewerage works since Oct. 2018.  

This report summarizes the survey results which were submitted to the EMSSRD about 

global warming countermeasures for sewerage works in FY 2021.  

Key Words ：Energy Management Subcommittee on Sewerage about Research and 
Development(EMSSRD), global warming countermeasures 
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まえがき 
 
 
平成 27 年 12 月に国土交通省が策定した「下水道技術ビジョン」のフォローアップ及び

下水道の技術開発の推進方策の検討を目的として、平成 28 年 1 月に国土交通省国土技術政
策総合研究所下水道研究部（以下「国総研」という。）では下水道技術開発会議を設置した。
また、下水道資源・エネルギーなどの新技術の開発、導入促進のために、その下部組織とし
て国総研はエネルギー分科会（以下「分科会」という。）を設置し、これまでに小規模処理
場の省エネ対策等の検討を進めてきた。 

令和３年度には、地球温暖化対策の推進に関する法律の一部を改正する法律の公布や同
法に定める地球温暖化対策計画が閣議決定されるなど、地球温暖化対策の検討の必要性の
高まりを受け、分科会の中で下水道分野における温室効果ガス削減について議論すること
とした。 

本報告書は、分科会において令和 3 年度に検討を進めてきた下水道分野のカーボンニュ
ートラルの実現に貢献するための下水道技術の技術開発に関する事項を取りまとめたもの
である。 

本報告書の取りまとめにあたっては、令和 3 年度に実施した分科会において、委員各位
に活発な議論をしていただき、貴重なご意見、ご助言等をいただいた。 

 
分科会委員名簿（敬称略。令和 4 年 1 月現在） 

 

 
 
本報告書では、第 1 章では、分科会の発足経緯とその役割、令和 3 年度の取組の概要、第

2 章では、下水道事業における温室効果ガス排出の現状、第 3 章では、2030 年目標達成の
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ために下水道で導入すべき技術及び技術開発の方向性と技術を導入した際の効果の試算事
例、第 4 章では、2050 年カーボンニュートラルの実現に貢献するために開発し、導入すべ
き下水道技術と下水道に関連する他分野の技術の方向性、設定したシナリオ（二パターン）
に基づく技術導入効果の試算事例、第 5 章では、2050 年カーボンニュートラルの実現に貢
献するための下水道技術のロードマップを示している。第 6 章では、令和 4 年度以降にも
引き続き検討すべき課題を整理している。 
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第 1 章 はじめに 

（１）下水道技術開発会議エネルギー分科会の発足背景とその役割 

下水道の中長期的な方向性や未来像を示すものとして、2014（平成 26）年 7 月に、国土交通省
水管理・国土保全局下水道部（以下「国土交通省下水道部」という。）及び公益社団法人日本下水
道協会（以下「下水道協会」という。）により「新下水道ビジョン」が作成、公表された。新下水
道ビジョンでは、技術開発と普及展開に関して、「『循環のみち下水道』の成熟化の実現を促進す
るため、国、事業主体、研究機関が連携し、他分野の技術も積極的に取り入れ、計画的・効率的な
技術開発を実施すると共に、開発された新技術を国内外に普及させる」という目標が掲げられた。
また、新下水道ビジョンにおける技術開発と普及展開の目標を達成するための具体的施策として、
以下の諸点が定められている。 
・国は、地方公共団体、研究機関（民間企業を含む）とも連携し、産学官において今後開発すべ

きハード・ソフト技術の分野・内容等を明確にするため、中長期的な下水道に係る技術開発計
画を取りまとめ、公表する。 

・策定後も、産学官連携し、同計画のフォローアップ、さらには、新たな技術開発テーマを議論
する「場」を設定する。 

・各機関は、上記の技術開発計画を踏まえ、技術開発を実施する。 
さらに、2015（平成 27）年 2 月の社会資本整備審議会答申「新しい時代の下水道政策のあり方

について」では、「〈下水道技術ビジョンの策定〉地方公共団体のニーズの把握、他分野を含めた
幅広い技術シーズを踏まえ、産学官連携のもと、中期的な下水道技術ビジョンを策定すること。
同ビジョンにおいては、今後開発すべきハード・ソフト技術の分野・内容等を明確にし、分野ご
とに技術の熟度に応じたロードマップを作成すること。」とされた。 

これらを受けて、国総研は、下水道技術ビジョン検討委員会を設置し、2015（平成 27）年 12 月
に国土交通省下水道部と連名で「下水道技術ビジョン」を策定、公表した。下水道技術ビジョン
では下水道の今後の重要な課題を解決するため、11 の技術開発分野ごとに技術目標を設定し、技
術目標達成に至るまでのロードマップをまとめ、今後の技術開発の方針を示している。また、下
水道技術ビジョンのフォローアップと技術開発の推進方策を検討するために、前記の産学官連携
した議論の「場」として 2016（平成 28）年 1 月に国総研において、下水道技術開発会議を設置し
た。当会議では、下水道技術ビジョンのフォローアップの方策として、次の諸点について検討し
ている。 

① 技術開発の進捗度の確認と推進方策の評価 
② 社会情勢等の変化に対応した新たな技術開発テーマ 
③ 新技術に対する需要と要求性能 
④ 重要な技術開発テーマのプログラムと目標 

また、2017（平成 29）年 8 月に策定された「新下水道ビジョン加速戦略」において、「第 4 次
社会資本整備重点計画で掲げられた下水汚泥エネルギー化率の目標を達成することや、おおむね
20 年で下水道事業における電力消費量の半減を目標として取り組むことが重要であり、下水道技
術ビジョンを踏まえた省エネ・創エネ技術、資源利用技術などの新技術の開発及び導入促進、そ
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のための研究体制の強化」が示された。これを受け、下水道事業における新技術の導入を促進す
ることを目的として、2018（平成 30）年 10 月に下水道技術開発会議エネルギー分科会（以下「エ
ネルギー分科会」という。）を設置した。エネルギー分科会では、主に次の諸点について検討して
いる。 

・下水道資源・エネルギー技術などの新技術の開発及び導入促進について 
・これまでの取組や課題の整理 
・今後の推進方策の検討 

 
（２）エネルギー分科会における令和 3 年度のテーマ、論点 

2020（令和 2）年 10 月の所信表明演説において菅内閣総理大臣は、我が国が、2050 年までに
カーボンニュートラルを目指すことを宣言した。また、2021（令和 3）年 4 月に開催された気候
変動に関する首脳会議（サミット）において、2030 年度における温室効果ガスを 2013（平成 25）
年度から 46％削減することを目指すと表明した。「野心的な目標」という言葉もあった通り、これ
までの目標が 26％であったので、大幅な上方修正になる。 

同年 5 月には地球温暖化対策推進法の一部を改正する法律が国会で可決成立した。この中では、
2015（平成 27）年 12 月に採択されたパリ協定に定める目標を踏まえて、環境・経済・社会の発
展を統合的に推進しつつ、2050 年までの脱炭素社会の実現に向けて、国民、国、地方公共団体、
事業者及び民間団体等が密接に連携していくことが、地球温暖化対策を推進する上での基本理念
として規定された。また、地方公共団体が策定する実行計画の中に施策実施に関する目標を定め
ること等が追加された。10 月には地球温暖化対策計画が閣議決定された。その中でも、2030 年度
において温室効果ガス排出 46％削減（2013 年度比）を目指すことなどが示された。また、第 5 次
社会資本整備重点計画の中でも、重点目標６に「インフラ分野の脱炭素化・インフラ空間の多面
的な利活用による生活の質の向上」が位置づけられている。 

さらに、10 月に国土交通省下水道部と下水道協会において、「新下水道ビジョンに基づき、水・
資源・エネルギーの集約・自立・供給拠点化を目指して各種対策を進めてきたところであるが、
新たな動きを踏まえ、脱炭素社会実現に貢献し、地域の生活の安定、向上につなげること」を目
的として「脱炭素社会への貢献のあり方検討小委員会」（以下「脱炭素委員会」という。）を設置
し、脱炭素社会の実現に向けて目指すべき下水道の在り方や必要な方策、ロードマップ等につい
て、検討が行われることとなった。 

これらのことを踏まえ、エネルギー分科会では、国全体の温室効果ガス削減目標の中期目標で
ある 2030 年度 46％削減（2013 年度比）に対しては、「具体的にどの技術分野をどの程度活用す
ることによって、目標の達成が可能となるか」、「さらなる高みに向けた取組の可能性があるか」
等を議論する中で、主に①省エネの取組、②創エネ・再エネの取組、③下水汚泥焼却に伴い発生
する一酸化二窒素（N2O）への対策の取組、④水処理に伴い発生するメタン（CH4）、N2O への対
策の取組、⑤技術開発の動向、⑥下水道のシステム最適化について、技術を再整理した。 

また、長期目標である 2050 年度までに実質排出ゼロ（カーボンニュートラル）の目標に対して
は、脱炭素委員会の主要な論点「地域社会全体を捉えた上で、温室効果ガス排出の徹底した削減
とともに、更なる資源集約や連携強化を通じた下水道のポテンシャルの最大活用による新たな利
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用可能性の追求、貢献拡大をどのように図るべきか」を踏まえ、下水道分野の他に、関連する他
分野の技術開発の動向も把握しつつ、今後の下水道において期待される技術開発について、国と
しての方向性を示すための参考とするための議論を行い、エネルギー分科会委員からの意見、ア
イデア等を頂戴した。エネルギー分科会の議論の成果として 2022（令和 4）年 3 月に「カーボン
ニュートラルの実現に貢献するための下水道技術の技術開発等に関するエネルギー分科会報告書」
を取りまとめた。 

 
（３）令和 3 年度の会議開催状況 

令和 3 年度にはエネルギー分科会を 3 回開催した。（うち 1 回は、委員の都合を勘案し、2 回に
分けて開催。）会議の開催状況、主な議事を以下に示す。 

 
○令和３年度 第 1 回エネルギー分科会 
日時： 令和 3 年 10 月 8 日（金） 10 時 00 分～12 時 00 分 
形式：Web 会議 
主な議事：・下水道技術開発会議エネルギー分科会について 

・下水道政策研究委員会脱炭素社会への貢献のあり方検討小委員会等との関係及び
本分科会における令和 3 年度の論点について 

・地球温暖化の現状とカーボンニュートラルに関する動向等 
・2030 年目標と実現に向けた技術的課題と取組の方向性について 
・2050 年カーボンニュートラルの実現に貢献するための下水道技術 

 
○令和３年度 第 2 回エネルギー分科会  
日時： 令和 3 年 11 月 22 日（月） 13 時 00 分～16 時 00 分 

及び令和 3 年 11 月 26 日（金）  9 時 20 分～12 時 00 分 
形式：Web 会議 
主な議事：・各委員の発表（西村委員、藤本委員、宮本委員、山村委員） 

・第 1 回エネルギー分科会におけるご意見等について 
・2030 年目標達成のための導入すべき技術及び技術開発項目 
・2050 年カーボンニュートラルの実現に貢献するための下水道技術 
・2050 年カーボンニュートラルの実現に貢献する下水道の技術開発ロードマップ 

 
 〇令和 3 年度 第 3 回エネルギー分科会 
 日時： 令和 4 年 1 月 13 日（木） 9 時 00 分～12 時 00 分 
 形式：Web 会議 
 主な議事：・各委員の発表（齋藤委員、新川委員） 
      ・第 2 回エネルギー分科会におけるご意見について 
      ・下水道技術開発会議への報告案 
 



4 
 

上記のエネルギー分科会関連の資料は、国総研下水道研究部のホームページで公開されている。 
http://www.nilim.go.jp/lab/eag/energybunkakai.html 
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第 2 章 下水道事業における温室効果ガス排出に関わる現状と課題 

 本章では、我が国の温室効果ガス削減の中長期目標及び下水道分野における現状と取組
並びに課題について示す。 
（１）我が国の温室効果ガス削減の中長期目標 

我が国では、2050 年までに温室効果ガスの排出を全体としてゼロにする脱炭素社会（カ
ーボンニュートラル）の実現を目指すべく、図 2-1 に示すような中長期の目標を設定してい
る。 
 

 

図 2-1 我が国の温室効果ガス削減の中長期目標１） 

 
（２）下水道分野の温室効果ガス排出削減とポテンシャル活用 
 2018（平成 30）年度の下水道分野における温室効果ガス排出量は約 600 万ｔ-CO2１）で
あり、日本全体の排出量約 12.4 億 t-CO2 の 0.5％に相当する。実行計画を策定する地方公
共団体の事務事業活動に占める割合は比較的高く、例えば、東京都下水道局では 35％との
報告２）がある。図 2-2 に下水道からの温室効果ガス発生量を示す。 
 水処理、汚泥処理における電力や燃料の使用に伴う間接的な排出が過半を占め、他に下水
汚泥の焼却工程で排出される N2O、水処理工程で排出される CH4、N2O がある。 
 一方で、下水道では、汚泥処理の消化過程で発生する消化ガス（バイオガス）等、資源と
して活用可能な創エネルギー（以下「創エネ」という。）ポテンシャルも有している。更に、
敷地や施設上部を活用した太陽光パネル、下水熱の利用などの再生可能エネルギー（以下
「再エネ」という。）ポテンシャルの余地もある。図 2-3 に下水道分野における創エネ/再エ
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ネの取組状況を示す。 
 

 

図 2-2 下水道からの温室効果ガスの発生量１） 

 

 
図 2-3 令和元年度の下水道分野における創エネ/再エネの取組１） 

 
（３）下水道分野の温室効果ガス排出量の推移 
 図 2-4 に下水道における温室効果ガス排出量の 1990（平成 2）年度から 2018（平成
30）年度までの推移を示す。一時増加し、その後は減少に転じているが、2018 年度は
1990 年度よりも多く排出されていたという結果になっている。処理水量はその間、増加傾
向にある。 

電力（処理場 ） 
54.8%

電力（ポンプ場 ） 
6.3%

燃料 5.2%

水処理
（N2O,CH4） 12.7%

汚泥焼 却（N2O） 
20.4%

その他 0.5%

約596万

t-CO2

（2018年度）
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図 2-4 下水道における温室効果ガス排出量の推移３） 

 
（４）下水道分野のエネルギー消費量の推移 
 図 2-5 に下水処理水量の推移、図 2-6 に下水処理場の電力使用量の推移を示す。下水処
理場内の電力使用量は、処理水量の増加に伴い増加しており、処理水量当たりの電力使用
量は、横這いから増加傾向にある。処理水量のうち、消費電力量の大きい高度処理水が増
加傾向にある。 
 図 2-7 に下水道における燃料使用量の推移、図 2-8 にはその内のガス系の燃料使用量の
推移を示す。下水道における燃料使用量は横這い傾向にある。燃料使用の内訳について
は、重油等の石油系燃料使用量が減少しており、ガス系の燃料の使用量は増加している。
また、ガス系燃料の使用量のうち、消化ガスの利用量が増加している。 
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図 2-5 下水処理水量の推移４） 

 

 

図 2-6 下水処理場の電力使用量の推移４） 
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図 2-7 下水道における燃料使用量の推移４） 

 

 
図 2-8 下水道におけるガス系の燃料使用量の推移４） 

 
（５）下水処理場の規模別の温室効果ガス排出量 
 図 2-9 に下水処理場の処理規模別の CO2 排出量を示す。処理水量 5 万 m3/日以上の下水
処理場からの排出量が 5 割以上を占めている。また、1 万 m3/日未満の排出量も 2 割強を
占めている。 
 図 2-10 にオキシデーションディッチ法（OD 法）、標準活性汚泥法、嫌気無酸素好気法
（A2O 法）について、処理規模別にエネルギー消費量原単位を示す。高度処理法の A2O
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法のエネルギー消費量原単位が大きな値となっている。また、小規模処理場で多く採用さ
れている OD 法では、処理規模が 1,000m3/日程度の場合、標準活性汚泥法とほぼ変わら
ない値となっている。 
 

 

図 2-9 下水処理場の規模別の CO2 排出量（円グラフ内の数字の単位：t-CO2/年）４） 

（平成 30 年度版 下水道統計に基づきエネルギー由来の CO2 を試算） 
 

 

図 2-10 処理方式、処理規模別エネルギー消費量原単位５） 
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（６）効率的・効果的な省エネ対策 
 図 2-11 に日平均流入水量 4 万 m3/日規模、焼却設備が場内には無い下水処理場における
設備別の消費エネルギーの割合を事例として示している。送風機の割合が 3 割程度を占
め、最も多い。 

また、表 2-1 に日平均汚水量約 2 万 m3/日の実際の下水処理場の現場において、省エネ
を検討した際の対策項目別の削減量、図 2-12 には、対策項目別の割合（寄与率）の事例
を示す。散気装置の高効率化や水中撹拌機の省エネ化などの省エネ機器の導入が約 53％の
寄与率、流入負荷変動に合わせて送風機の号機を切替える運転方法の改善が約 47％の寄与
率となった。 

図 2-13 に当初の状態から運転方法を改善したことによる消費エネルギーの削減効果
（約 14％削減）、運転方法を改善した状態を基準として、さらに省エネ機器を導入したこ
とによる消費エネルギーの削減効果（約 18％削減）の事例を示す。 

図 2-14 は、「令和 3 年度に国土交通省水管理・国土保全局下水道部において実施した省
エネに関するアンケート結果」より、下水処理場の処理規模別に反応タンクのシステムと
しての省エネ対策の実施状況を抜粋したものである。反応タンクのシステムとしての省エ
ネ対策とは、散気装置の高効率機器導入という部分最適ではなく、例えば、DO 制御等シ
ステムの導入、送風機の消費電力分析と運転改善の実施、送風機の台数・風量・回転数制
御システムの導入、高効率ブロアの導入等、反応タンクに関連する設備の導入や運転の工
夫を単独ではなく、システムとして捉えて取組を実施していることを指す。反応タンクの
システム全体としての省エネ対策を実施していない処理場の割合が大きく、また、大規模
処理場と比較して、小規模処理場で対策が進んでいないと見ることができる。図 2-15 に
は反応タンクにおいて、システム全体で省エネ対策を導入する場合のイメージ図を示す。 

 
図 2-11 下水処理場の設備別の消費エネルギーの割合６） 

（日平均流入水量 4 万 m3/日規模、焼却設備が場内には無い処理場の事例） 
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表 2-1 下水処理場における省エネ対策と削減電力量６） 

（日平均流入水量 2 万 m3/日規模、焼却設備が場内には無い処理場の事例） 

区
分 

設備 省エネ対策 削減電力量 
（千 kWh/年） 

運
転
方
法
の
改
善 

汚水ポンプ ① 主ポンプの運転号機の見直し 62.7 

送風機 ② 前曝気風量半減による一台運転時間の長期化
及び流入負荷変動に合わせた号機切替時期の
適正化 

 
22.1 

水処理 ③ 反応タンク嫌気槽の水中撹拌機の間欠運転 91.9 

④ 返送汚泥ポンプの異径プーリへの交換 184.0 

汚泥処理 ⑤ 機械濃縮汚泥貯留槽撹拌機の間欠運転 20.8 

⑥ 混合汚泥貯留槽の腐敗防止ブロアの冬季停止 3.1 

 
小計 

 
689.8 

省
エ
ネ
機
器
の
導
入 

送風機 ⑦ 散気装置を高効率散気装置へ更新 449.8 

⑧ 送風機を更新 96.0 

水処理 ⑨ 水中撹拌機（嫌気槽）を省エネ型反応タンク
撹拌機に更新 

 
222.2 

⑩ 返送汚泥ポンプの電動機低出力化とインバー
タの導入 

 
22.5 

小計  
790.5 

 
合計 

 
1,480.3 
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図 2-12 下水処理場における省エネ対策項目別の寄与率の割合６） 

（日平均流入水量 2 万 m3/日規模、焼却設備が場内に無い処理場の事例） 
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図 2-13 下水処理場における省エネ対策による消費エネルギー削減効果の事例６） 

（日平均流入水量 2 万 m3/日規模、焼却設備が場内には無い処理場の事例） 

 

 
図 2-14 下水処理場の処理規模別の反応タンクのシステムとしての省エネ対策※１実施状況 

  ※１：「反応タンクのシステムとしての省エネ対策」とは、散気装置の高効率機器導入という部分

最適ではなく、例えば、DO 制御等システムの導入、送風機の消費電力分析と運転改善の実

施、送風機の台数・風量・回転数制御システムの導入、高効率ブロアの導入等、反応タンク

に関連する設備の導入や運転の工夫を単独ではなく、システムとして捉えて取組を実施して

いること 
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図 2-15 反応タンクシステム全体で省エネ対策を導入した場合のイメージ 

 
（７）創エネの状況 

図 2-16 に下水汚泥発生重量に対する創エネ等の割合を示す。下水汚泥中の有機物をバ
イオガス発電や固形燃料等、 化石燃料代替のエネルギー源として利用された割合を示す下
水汚泥エネルギー化率は 24％（令和元年度）に止まっている。また、消化工程を導入して
いる処理場において、全体で 3.77 億 m3/年の消化ガスが発生している。このうち、消化ガ
ス発電、消化槽の加温等に有効利用がなされていない未利用バイオガスは、約 5,300 万
m3/年あり、消化ガス発生量の約 14％に相当する７）。 
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図 2-16 下水汚泥発生重量に対する創エネ等の割合１） 

 
（８）再エネの状況 
 下水道施設では、太陽光発電、小水力発電、風力発電及び下水熱利用等の再エネを活用
することで、温室効果ガスを削減するポテンシャルを有している。 
 仮に全下水処理場において、水処理施設の上部空間（未利用部分）に太陽光発電を導入
した場合※１）には、約 2.5 億 kWh（下水道分野の電力消費量の約 3.3％）、処理水の放流時
の落差を活用することが可能な下水処理場に小水力発電を導入した場合※2)には、約 0.05
億 kWh（下水道分野の電力消費量の約 0.07％）、下水の有する総熱量をすべて活用した場
合※1)には約 20,000 千 GJ（発電量に換算すると約 55 億 kWh）(約 90 万世帯の熱利用量に
相当)の電力等を得ることができるという試算がある１）。 
※１：物理的、技術的に設置可能な個所から算出してものであり、採算性は考慮していない。 

※２：調書によるポテンシャル調査より作成。 

 これらに対し、実績としては、太陽光発電を実施している下水処理場は 110 箇所（発電
量約 0.7 億 kWh）、小水力発電を実施している下水処理場は 27 箇所（発電量約 0.02 億
kWh）、下水熱が導入されている箇所は 32 箇所（発熱量約 90 千 GJ（発電量に換算すると
約 0.25 億 kWh）、風力発電を 6 箇所（発電量約 0.07 億 kWh）となっている。 
 
（９）下水汚泥焼却に伴う N2O 排出状況 
 図 2-17 に下水汚泥焼却に伴う N2O の排出量と N2O の発生が抑制される 850℃以上の高
温焼却の実施率の推移を示す。高温焼却の実施や排出係数の低い新型炉への更新等によ

※国土交通省下水道部調査 
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り、下水汚泥の焼却に伴って発生する N2O の排出量は減少傾向にある。 

 
図 2-17 下水汚泥の焼却に伴う N2O の排出量と高温焼却実施状況の推移１） 

 
（10）水処理に伴う N2O、CH4 の排出状況 
 図 2-18 に水処理に伴う N2O、CH4 の排出量の推移を示す。横這いとなっている。いず
れも発生メカニズムに不明な点が多く、抑制対策が明確になっていない。 

 
図 2-18 水処理に伴う N2O、CH4 の排出量の推移１） 

 
（11）地球温暖化に対する下水道分野の制度等 
 地球温暖化に対する下水道分野の法制度、予算制度、ガイドライン等を表 2-2 に示す。 
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表 2-2 地球温暖化に対する下水道分野の法制度等１） 

 法制度 予算制度、ガイドライン等 

省エネ 省エネ法 

（S54 制定、H25 改定） 

➢一定規模以上の事業者にエ

ネルギー使用状況の報告義務 

➢エネルギー消費原単位の年

率 1％削減努力義務 

ガイドライン 

➢水質とエネルギーの最適管理のためのガイドライン

（H30.3） 

➢下水処理場のエネルギー最適化に向けた省エネ技術導入マ

ニュアル（案）（R1.6） 

予算制度等 

➢下水道革新的技術実証事業（B-DASH プロジェクト）（H23） 

➢消化槽等の消費電力量を交付要件化（H29） 

N2O 対策  予算制度等 

➢焼却炉・溶融炉の設置・改築において、廃熱回収率や消費

電力量削減率を交付要件化（高温焼却と同等以上の N2O 排

出削減が出来ることを前提）（H29） 

創エネ 下水道法改正（H27） 

➢汚泥等の再生利用の努力義

務化 

ガイドライン 

➢下水処理場における地域バイオマス利活用マニュアル

（案）（H29.3） 

➢広域化・共同化計画策定マニュアル（案）（H31.3） 

➢下水汚泥エネルギー化技術ガイドライン-改訂版-

（H30.1） 

予算制度等 

➢下水道革新的技術実証事業（B-DASH プロジェクト）（H23） 

➢民間活力イノベーション推進下水道事業（H26） 

➢設備更新における廃熱利用型炉の交付要件化（H29） 

➢下水道エネルギー拠点化コンシェルジュ事業（H30） 

➢下水道リノベーション推進総合事業（R2） 

再エネ 都市の低炭素化の促進に関する

法律（H24） 

➢民間事業者の下水熱利用に

係る規制緩和 

下水道法改正（H27） 

➢熱交換器設置の規制緩和 

ガイドライン 

➢下水熱マニュアル（案）の策定（R3 改訂） 

➢下水熱ポテンシャルマップ作成の手引き（H27.3） 

予算制度等 

➢下水道革新的技術実証事業（B-DASH プロジェクト）（H23） 

➢エネ特事業（上下水道・ダム施設の省 CO2改修支援事業）

との連携 

➢FIT の活用による民間連携 

※下水道事業の各予算については記載した分類以外にも活用可能 
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（12）下水道事業における温室効果ガス排出に関する課題 
 以上に述べてきた下水道事業における温室効果ガス排出に関わる現状を踏まえると、温
室効果ガス削減の中長期の目標達成に向けては、以下の課題が認識される。 
・下水道分野の消費エネルギーの過半を占める電力について、処理水量当たりの電力使用

量は横這いから増加傾向にあり、一層の削減努力が求められる。 
・下水処理場における消費エネルギーへの寄与が大きい反応タンクの省エネについて、散

気装置の高効率機器導入という部分最適ではなく、それに加えて DO 制御等システムの
導入、送風機の消費電力分析と運転改善の実施等も含めたシステム全体としての取組が
求められる。 

・有効利用されていない未利用バイオガスは、消化ガス発生量の約 14％であり、これらに
ついても、利用促進が求められる。 

・太陽光発電の実施や下水熱の利用等の再エネについては、下水道の有するポテンシャル
を踏まえると、さらなる促進が求められる。 

・水処理に伴って排出される N2O や CH4 については、発生メカニズムの解明と排出抑制
の対策が求められる。 

 
参考文献 
１）国土交通省水管理・国土保全局下水道部 HP： 

http://www1.mlit.go.jp/mizukokudo/sewerage/mizukokudo_sewerage_tk_000734.html、
2022.3.28 参照 

２）東京都下水道局：アースプラン 2017、平成 29 年 3 月 
３）国土交通省国土技術政策総合研究所 HP：

http://www.nilim.go.jp/lab/eag/pdf/20211008_2-4_ondanka.pdf、2022.3.28 参照 
４）（公社）日本下水道協会：平成 17 年度版下水道統計、平成 25 年度版下水道統計、平

成 30 年度版下水道統計 
５）国土交通省水管理・国土保全局下水道部：流域別下水道整備総合計画調査 指針と解

説、平成 27 年 1 月 
６）（公財）日本下水道新技術機構：活性汚泥法等の省エネルギー化技術に関する技術資

料、平成 26 年 3 月 
７）国土交通省水管理・国土保全局下水道部：平成 31 年度下水汚泥等の資源有効利用状

況に関する調査業務報告書、令和 2 年 3 月 
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第 3 章 地球温暖化対策計画での 2030 年度目標達成のために導入すべき技術及び技術開発項目 

本章においては、地球温暖化対策計画における下水道の削減目標と当該削減目標を達成するた
めに導入すべき技術及び技術開発項目に対する取組の方向性等について示す。 
（１）地球温暖化対策計画における削減目標 
 地球温暖化対策計画が改定され、2021（令和 3）年 10 月 22 日に閣議決定された。その中では、
下水道事業において、2030 年度の温室効果ガスの排出量は、2013 年度との比較で 208 万 t-CO2

削減することが目標として示された※１。また、2050 年カーボンニュートラルに向けて更なる高み
を目指すこととなっている。表 3-1 に地球温暖化対策計画に示された下水道事業における温室効
果ガス削減等の目標を示す。 

 
表 3-1 地球温暖化対策計画（令和 3 年 10 月 22 日閣議決定）に示された下水道事業の温室効果ガス

削減目標等 

省エネの促進 下水汚泥のエネルギー化（創エネ） 
現状：電力消費量が増加傾向 
目標：年率約 2％の削減を確保し、約 60 万 t-

CO2 を削減 
進捗見通：省エネ法に基づく取組（年率 1％削

減）よりも一層の取組加速が必要 

現状：下水汚泥エネルギー化率：24％ 
(令和元年度） 

目標：エネルギー化率を 37％まで向上させる
ことで、約 70 万 t-CO2 を削減 

進捗見通：自治体の導入計画の確実な実施、
更なる取組の拡大が必要 

焼却の高度化 再エネ利用の拡大 
現状：高温焼却実施率：約 73％（令和元年度） 
目標：高温焼却実施率 100％、新型炉への更新に

より、約 78 万 t-CO2 を削減 
進捗見通：改築更新時に高温焼却への確実な更

新、更なる排出削減に向けた取組が必要 

現状：太陽光：約 0.7 億 kWh 
   小水力：約 0.02 億 kWh 
   風 力：約 0.07 億 kWh 
   下水熱：約 90 千 GJ 
目標：導入促進により、約 1 万 t-CO2 を削減 
進捗見通：達成見込み 

※1：2030 年度の全電源平均の電力排出係数：0.25kg-CO2/kWh１）が使われている。そのため、地球

温暖化対策計画における 2013 年度の下水道分野の温室効果ガス排出量は約 406 万 t-CO2 となる

ことに注意が必要。 

 
 これらの温室効果ガス削減目標を達成するための整備量等を検討した。 
 例えば、省エネの促進については、運転方法の改善とともにメンブレン式散気装置の導入等の
省エネ機器や B-DASH プロジェクトで実証した省エネ、創エネに資する技術を全国の処理場に
導入していくことが必要になる。また、下水汚泥のエネルギー化については、現状に加え、日最
大汚水量 5 万 m3/日の下水処理場を基準にすると、約 440 箇所において、汚泥固形物量 6.1t/日
の汚泥を消化することに相当する取組が必要になる。 
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（２）導入すべき技術及び技術開発項目の議論における意見 
 2030 年目標達成のために導入すべき技術及び技術開発項目について議論する中で、委員から
は、以下の意見をいただいた。 
 なお、いただいた意見には、分科会で議論すべき技術的な視点だけではなく、制度的な視点を
含むものもあった。制度に関する意見の中に技術的な検討が必要なことも含まれ、単純な分類は
困難であるため、特にそれらを区別すること無く記載する。（第 4 章も同様。） 
 
１）脱炭素社会に向けた下水道のあり方について 
・2030 年に向けては、B-DASH プロジェクトで実証された技術等の温室効果ガス削減対策技術

を実装していくことが、一つの現実的な手段であると考える。 
・脱炭素化について、下水道・流域管理・社会システム全体の最適化の観点で、評価方法も含め

て考える必要がある。また、その効果について積極的に発信していくべきである。 
・下水道の CO2 削減効果だけではなく、社会全体で CO2 排出削減に資することも考えていくべ

きである。また、カーボンオフセットが機能する仕組を考えることも重要。 
・CO2 排出に関するベンチマーク指標を検討する必要がある。 
・地方公共団体は、老朽化対策、雨水対策など、並行して取組むべき課題を様々に抱えている。

地方公共団体が取組みやすいように具体的な方策を示すべきである。 
・独自技術を採用してもらうためにも、設計-施工一括発注（Design-Build：DB）、設計-施工-維

持管理一括発注（Design-Build-Operate：DBO）などの発注制度の転換も進めるべきである。 
・現在の改築更新やストックマネジメント制度の中で進めていくと、部分的な取組が中心になっ

てくる。システム全体としての取組を進めにくい仕組みになっている。処理場や地域の特性に
応じたグランドデザインを描きながらリノベーションを進めていくべきである。 

・下水道の中だけではなく、関係する他分野にも貢献するという視点でグランドデザインを描く
べきである。 

・積極的にカーボンニュートラルの技術を海外に売り出していく政府戦略が重要。 
・間欠運転は省エネ目的には良いが土木躯体に悪影響な場合がある。資産管理の観点も留意すべ

きである。 
・脱炭素のために下水道使用料の単価を上げることは難しい。法律等による義務化等が施策推進

の動機付けになると思う。また、脱炭素化の推進が各下水道事業管理者のメリットと感じられ
るようにすることも課題。 

・電源構成の変化により温室効果ガスは減るが、それに関わらず省エネ等によりエネルギー使用
量を削減していくことが重要。 

 
２）下水道資源が有する資源・エネルギーの有効活用について 
・消化ガス発電の効率は、現状では 40％程度。廃熱を十分に利用する必要がある。 
・廃熱利用ができる場所にて発電するなど、技術開発とともに、社会の仕組みを考える必要があ

る。 
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（３）導入すべき技術及び技術開発項目に対する取組の方向性 
第 2 章 下水道事業における温室効果ガス排出に関わる現状に示す課題及び上記（２）で提起さ

れた意見等を踏まえ、2030 年目標達成のための導入すべき技術及び技術開発項目として、以下を
取りまとめた。 
 
１）省エネ 

近年の電力使用量原単位は横ばいからやや増加傾向であり、国土交通省が実施した省エネに関
するアンケートから省エネ対策にはその取組の余地を多く残していることがわかった。そのこと
を踏まえ、2030 年目標を達成するために、現状の省エネ対策として改善寄与率の高い効果的・効
率的な技術の導入と 2030 年までに実装可能な技術開発を中心に引き続き取り組むなど、一層の
取り組みの推進が必要である。具体的には以下について取り組む。 
・水処理設備について、処理方式や処理規模に応じた省エネ対策として寄与率の高い反応タンク

設備関連の効果的・効率的な省エネ技術の導入・開発を推進する。 
・汚泥処理設備については、重油等石油系燃料利用が減少していることなど省エネ対策の効果が

見えているものの、未対策の処理場もあることから処理方式や処理規模に応じた省エネ対策と
して寄与率の高い汚泥濃縮機、消化タンク攪拌機、汚泥脱水機の省エネ化等の効果的・効率的
な技術の導入・開発を推進する。 

・システム全体としての対策が不十分な現状を踏まえ、対策効果を一層上げるために、水処理、
汚泥処理についてシステム全体として省エネ対策を推進する。 

・あまり猶予のない 2030 年までの時間的制約や地方公共団体の厳しい経営状況等から、省エネ
設備への更新が困難な処理場が存在することを踏まえ、消費電力や運転状況の見える化などの
エネルギーマネジメントを通じて、運転管理の工夫により消費電力を削減するなど、ハード整
備だけに頼らない総合的な取組を徹底する。 

 
２）創エネ・再エネ 
・創エネルギーについては、そのポテンシャルを踏まえると活用の余地が大きく、固形燃料化技

術やバイオガス利用等、下水汚泥のエネルギー化に関わる効果的・効率的な技術の導入や
2030 年までに実装可能な技術の開発を推進する。 

・特に、あまり猶予のない 2030 年までの時間制約等から、大がかりな創エネ施設の導入が困難
な処理場が存在することを踏まえると、例えば、小型発電設備の導入など比較的簡易な設備の
付加による未利用バイオガスの活用を推進する。 

・2030 年目標を達成するために、引き続き下水熱利用等の効果的・効率的な技術の導入や 2030
年までに実装可能な技術の開発を推進する。 

 
３）下水汚泥焼却に伴い発生する N2O への対策 
・図 2-17 に示すように、高温焼却の実施等により汚泥焼却に伴い発生する N2O は減少傾向であ

るため、引き続き、下水汚泥の焼却施設における燃焼の高度化や、一酸化二窒素の排出の少な
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い焼却炉及び下水汚泥固形燃料化施設の設置を推進するとともに、2030 年までに実装可能な
より効果的・効率的な技術の開発を推進する。 

・焼却熱を有効活用し、焼却炉のエネルギーの自立化を促進する。 
 
４）水処理に伴い発生する N2O、CH4 への対策 
・N₂O、CH4 発生メカニズム解明やそれを踏まえた抑制対策手法に関する調査研究については

2050 年を見据え、引き続き推進する。 
 
５）技術実証 

・令和 4 年度 B-DASH プロジェクトテーマ 2 件も含め、2030 年までに実装可能な効果的・効率
的な技術の実証を推進する。 

 
６）下水道のシステム最適化 
・2030 年だけではなく、2050 年も見据え、調査研究等も含めた技術開発やモデル事業を通じ、

部分最適にとどまらず、下水道のシステム全体で最適化を推進する。 
・脱炭素化に向けたグランドデザインを各下水道事業で描き、それらをストックマネジメント計

画や地球温暖化対策の推進に関する法律に基づく実行計画等にも反映して、着実に推進する。 
 
（４）導入すべき技術とその事例 
 表 3-2 に取組の方向性を踏まえた導入すべき技術の事例を処理規模別に示す。また、図 3-1 に
施設ごとに導入すべき技術の事例を示す。 

これらの他にも下水道における地球温暖化対策マニュアル表 5-1２）等に記載の取組を処理場・ポン

プ場の実態に応じて導入する。 
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表 3-2 取組の方向性を踏まえた導入すべき技術の事例 

 導入すべき効果的・効

率的な技術の内容 
導入すべき技術の例（下線は運転管理による工夫） 
超大規模処理場

（A2O 法： 

日最大流入水量  

20 万 m3/日） 

大規模処理場 

（A2O 法： 

日最大流入水量  

10 万 m3/日） 

中規模処理場 

（標準法： 

日最大流入水量   

5 万 m3/日） 

小規模処理場 

（OD 法： 

日最大流入水量  

1 万 m3/日以下） 

省エネ 水処理について、処理方式

や処理規模に応じた反応タ

ンク設備関連などの寄与率

の高い省エネ技術。 

・メンブレン式散気装置 

・省エネ型反応タンク撹拌機 

・高度センサー制御システム 

・監視制御システムにおけるエネルギー管

理システム 

・主ポンプ、送風機等の運転方法の見直し 

・送風量の適正化 

・水中撹拌機、貯留槽撹拌機の間欠運転 

・ベルト型濃縮機 

・スクリュープレス脱水機 

・省エネ型遠心脱水機 

・メンブレン式散気装

置 

・高度センサー制御シ

ステム 

・監視制御システムに

おけるエネルギー管

理システム 

・主ポンプ、送風機等

の運転方法の見直し 

・送風量の適正化 

・貯留槽撹拌機の間欠

運転 

・ベルト型濃縮機 

・スクリュープレス脱

水機 

・省エネ型遠心脱水機 

・センサーを用いた

自動制御技術 

・間欠運転 

汚泥処理については、処理

方式や処理規模に応じた汚

泥濃縮機、消化タンク攪拌

機、汚泥脱水機の省エネ化

など寄与率の高い省エネ技

術。 

創エネ、 
再エネ 

固形燃料化技術やバイオガ

ス利用等下水汚泥のエネル

ギー化に関わる技術。 

・消化ガス利用（発電等） 

・固形燃料化 

・廃熱発電 

・消化ガス利用 

（発電等） 

・固形燃料化 

 

・消化ガス利用 

（発電等） 

 

下水熱利用等の技術 ・下水熱利用、太陽光発電、風力発電、水力発電 

 

下水汚泥焼

却に伴い発

生する N2O
対策 

下水汚泥の焼却施設におけ

る燃焼の高度化や、一酸化

二窒素の排出の少ない焼却

炉及び下水汚泥固形燃料化

施設の設置を推進するため

の技術 

・多段吹込燃焼式流動炉 

・二段燃焼式循環流動炉 

・ストーカ炉 

・過給式流動炉 

・固形燃料化 

 

 

下水道シス
テムの最適
化 

部分最適にとどまらず、水

処理・汚泥処理システム全

体で最適化する技術。 

・B-DASＨ技術など下水道のシステムとして評価できる有効技術。 
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図 3-1 施設ごとに導入すべき技術の事例 

 
（５）導入すべき技術の効果試算例 
 省エネに資する運転方法の改善や省エネ機器の導入、さらには創エネの導入により、どの程度
の温室効果ガス削減の効果を見込むことができるかについて、エネルギー収支及び CO2 排出量
を試算した。いずれのケースも標準活性汚泥法、日最大流入水量 5 万 m3/日で検討した。  
ケース 1：対照系フロー 従来型の機器が導入されているケース 
ケース 2：対照系（省エネ）フロー 省エネに資する運転方法の改善及び省エネ機器を導入する

ケース 
ケース 3：導入系 1（省エネ＋創エネ）フロー 省エネに資する運転方法の改善、省エネ機器の

導入、消化設備の導入及び消化ガス発電を導入したケース 
ケース 4：導入系 2（省エネ＋創エネ＋B-DASH）フロー 省エネに資する運転方法の改善、省

エネ機器の導入、消化設備の導入、消化ガス発電の導入及び B-DASH プロジェクトで実証さ
れた省エネ・創エネに資する技術を導入したケース 

 上記のケース 1 からケース 4 の処理フローを図 3-2 から図 3-5 に示す。 
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図 3-2 ケース 1（対照系フロー） 

 
ケース 1 において、生物反応槽の散気装置には散気板、機械濃縮設備には遠心式濃縮機、脱水

設備には遠心脱水機が導入されていると仮定している。 
 

 
図 3-3 ケース 2（対照系（省エネ）フロー） 

 
 ケース 2 では、ケース 1 に対して、省エネ機器を導入するとともに省エネに資する運転方法の
改善を実施していることを仮定している。 

省エネ機器について下記のとおり設定。 
・反応槽の散気装置について、散気板からメンブレン式散気装置に更新。 
・機械濃縮設備について、遠心式濃縮機からベルト濃縮機に更新。 
・脱水設備について、遠心脱水機からスクリュープレス脱水機に更新。 
省エネに資する運転方法の改善については、以下を実施したものと設定。 
・主ポンプについて、複数のポンプがある場合に流入量の変化に合わせて、稼働させるポンプ

を変更し、最も省エネが達成できるポンプを運転する。 
・送風機について、必要な空気量に応じた適切な送風量を確保するとともに、複数の送風機が

ある場合には稼働させる送風機を変更し、最も省エネが達成できるような送風機を運転す
る。 

・汚泥貯留槽の撹拌機については、必要に応じた間欠運転を行う。 
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・返送汚泥ポンプについては、適切な吐出し量となるように回転数を見直したものとしてい
る。 

 

 

図 3-4 ケース 3（導入系（省エネ＋創エネ）フロー） 

 
 ケース 3 は、ケース 2 に加え、消化設備と消化ガス発電を導入したと仮定している。 

 
図 3-5 ケース 4（導入系（省エネ＋創エネ＋B-DASH）フロー） 

 
 ケース 4 は、ケース 3 に加え、下記の B-DASH プロジェクトで実証された技術を導入したと
仮定している。 
 ・超高効率固液分離技術を用いたエネルギーマネジメントシステム３）の超高効率固液分離ろ

材を最初沈殿池に導入し、有機物を生汚泥として高効率に回収することで、消化ガスの発生
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量を増加させるとともに、生物反応槽に流入する有機物を減少させ、生物反応槽で必要空気
量も減少させる。 

 ・生物反応槽には、流入する有機物を減少させて空気量を減少させるだけではなく、ICT を活
用した効率的な硝化運転制御技術４）を導入し、適切な送風量に制御することで電力使用量
を削減する。 

 ・汚泥の濃縮、消化については、高濃度消化・省エネ型バイオガス精製による効率的エネルギ
ー利活用技術５）の高濃度消化技術を導入し、汚泥の高濃度化と消化槽の小型化により、汚
泥移送量、汚泥循環量及び温水循環量を減少させ、ポンプ動力を低減することにより、電力
使用量を削減するとともに、消化ガス発生量を増加させている。 

 
 図 3-6 にケース 1 に対して、ケース 2 からケース 4 に取組むことによるエネルギー消費量の低
減効果を示す。棒グラフの青い部分は水処理、茶色い部分は汚泥処理に伴うエネルギー消費量を
示している。ケース 1 からケース 2、すなわち省エネ機器の導入と運転方法の改善により、エネ
ルギー消費量を約 43％削減できる可能性を示している。また、ケース 3 は、消化設備と消化ガ
ス発電の導入による創エネの効果をエネルギー消費量から差し引くことで、ケース 1 に対して約
86％のエネルギー消費量を削減できる可能性があることを示している。さらに、ケース 4 では、
B-DASH プロジェクトで実証した技術の導入による省エネ効果と創エネ効果を勘案すること
で、ケース 1 に対して約 106％のエネルギー消費量の削減、いわゆるエネルギー自立の可能性が
あることを示している。 
 

 

図 3-6 ケース 1 からケース 4 に取組むことによるエネルギー消費量の低減効果 

 
 図 3-7 では、ケース 1 に対して、ケース 2 からケース 4 に取組むことによる温室効果ガス排出
量の低減効果を示す。棒グラフの青い部分は水処理、茶色い部分は汚泥処理に伴う温室効果ガス
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排出量を示している。ケース 1 からケース 2、すなわち省エネ機器の導入と運転方法の改善によ
り、温室効果ガスの排出量を約 32％削減できる可能性を示している。また、ケース 3 は、消化
設備と消化ガス発電の導入による創エネの効果を温室効果ガス排出量から差し引くことで、ケー
ス 1 に対して約 64％の温室効果ガス排出量を削減できる可能性があることを示している。さら
に、ケース 4 では、B-DASH プロジェクトで実証した技術の導入による省エネ効果と創エネ効
果を勘案することで、ケース 1 に対して約 79％の温室効果ガス排出量の削減の可能性があるこ
とを示している。 
 これらのことからは、2030 年目標の達成に向けては、個別の省エネ機器による対策も重要で
あるとともに、下水道システム全体でエネルギー消費量や温室効果ガス排出量の改善が期待でき
る B-DASH プロジェクトで実証した技術の導入が効果的であることを示している。 
 

 
図 3-7 ケース 1 からケース 4 に取組むことによる温室効果ガス排出量の低減効果 
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第４章 2050 年カーボンニュートラルの実現に貢献するための下水道技術    

本章では、下水道分野と関連する他分野の技術開発の動向の把握及びカーボンニュートラルの
実現可能性に関するシナリオ検討を通じて、2050 年カーボンニュートラルの実現に貢献するため
の下水道技術として導入すべき技術分野や技術開発の方向性を示す。 
 
（１）下水道分野と関連する他分野の技術開発の動向 
 下水道技術ビジョンロードマップの進捗状況を把握するために実施した文献調査（技術開発レ
ポート 2019）１）によると、以下の技術開発が少ない。これらについては、引き続き取組の推進が
必要と認識している。 
・下水道の水処理・汚泥処理由来で排出される N2O に関する研究開発 
・創エネについては、中小の処理場を対象とした技術や熱利用技術についての研究開発 
・下水処理場において、地域バイオマス（各地域で発生する有機性廃棄物）の共同処理や有効利

用等を実施することに関する研究開発 
 また、（一社）日本下水道施設業協会に対し、「今後、2050 年脱炭素社会への貢献等、中長期的
に技術開発に取り組んでいく予定のテーマ」を紹介いただくアンケート調査（以下「アンケート
調査」という。）を実施した。13 社から回答をいただいた。その中では、「FO 膜による水処理技
術」、「MBR 式メタン発酵システム」、「外部バイオマス受入れ可能な高効率水処理技術」、「メタン
発酵技術の効率化」に関する技術開発について回答があった。 
 これらを踏まえ、水処理由来で排出される N2O に関しては、ラボレベルでのメカニズムに関す
る研究やデータの蓄積を推進する必要があること、社会構造の変化や水循環・環境、物質循環、
エネルギー等を踏まえた将来の下水道のあり方や評価の手法が、今後の研究課題であること等が
認識された。 
 他分野にも下水道に関連する技術開発の進展が見込まれているものがある。2020（令和 2）年
12 月に経済産業省及び関係省庁により策定された「2050 年カーボンニュートラルに伴うグリー
ン成長戦略」より、以下の可能性が示唆される。 
・水素（2,000 万 t）、アンモニア（3,000 万 t）、合成メタン（2,500 万 t）など、下水道由来となり

得る資源について、2050 年に向けて大幅な需要を見込むことができる。 
・ガス事業者がガスの脱炭素化とコジェネ導入推進等を行い、次世代熱エネルギー供給を推進す

ることとなっており、下水道で創出したガス、熱、電気エネルギー等との連携が図られる。 
・地域で発生する有機性廃棄物の一体処理によるコスト低減策を今後検討することとなっており、

地域社会全体でバイオマスの有効活用、最適化が図られる。 
・CO2 回収技術の実証等の技術開発が推進される。 
 また、2021（令和 3）年 12 月に農林水産省が策定した「みどりの食料システム戦略」によると、
化学肥料の使用量を 2050 年までに 30％削減し、堆肥等への置き換えをすることとなっており、
汚泥発酵肥料や汚泥由来のリン等が活用される。 
 これらの動向を踏まえ、下水道の保有する資源が活用されること等が期待される。 
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（2）議論における意見 
 2050 年カーボンニュートラルの実現に貢献するための下水道技術について議論する中で、委員
から、以下の意見をいただいた。 
 
１）脱炭素社会に向けた下水道のあり方について 
・下水処理システムそのものを含めて新しい技術開発の余地があるかも視点に入れるべきである。 
・2050 年には水循環、物質循環を考えた時に現状よりも高度な水処理が求められるというシナリ

オや地先に応じて下水道で栄養塩類を取り過ぎないというシナリオも考慮すべきである。 
・放流水質のレベルとエネルギー消費量の関係性についても議論しても良いと考える。 
・窒素等の下水道への排除基準について、将来的に見直しても良いのではないか。 
・水処理における N2O の削減については、現状で対策を立てることが困難。引き続きデータを蓄

積し、分析していくことが重要。 
・リン除去の際にポリリン酸蓄積細菌等が N2O を生成することがわかっている。嫌気好気活性汚

泥法（AO 法）の省エネ目的で間欠運転を行うことが N2O の発生等に与える影響という観点で
もデータを収集すべきである。 

 
 以下、「第三章（２）2030 年目標達成のための導入すべき技術及び技術開発項目の議論におけ
る意見等」と「第四章（2）2050 年カーボンニュートラルの実現に貢献するための下水道技術の
議論における意見等」の双方に関連するため、再掲。 
 
・脱炭素化について、下水道・流域管理・社会システム全体の最適化の観点で、評価方法も含め

て考える必要がある。また、その効果について積極的に発信していくべきである。 
・下水道の CO2 削減効果だけではなく、社会全体で CO2 排出削減に資することも考えていくべ

き。また、カーボンオフセットが機能する仕組を考えることも重要。 
・CO2 排出に関するベンチマーク指標を検討する必要がある。 
・地方公共団体は、老朽化対策、雨水対策など、並行して取組むべき課題を様々に抱えている。

地方公共団体が取組みやすいように具体的な方策を示すべきである。 
・独自技術を採用してもらうためにも、DB、DBO などの発注制度の転換も進めるべきである。 
・現在の改築更新やストックマネジメント制度の中で進めていくと、部分的な取組が中心になっ

てくる。システム全体としての取組を進めにくい仕組みになっている。処理場や地域の特性に
応じたグランドデザインを描きながらリノベーションを進めていくべきである。 

・下水道の中だけではなく、関係する他分野にも貢献するという視点でグランドデザインを描く
べきである。 

・積極的にカーボンニュートラルの技術を海外に売り出していく政府戦略が重要。 
・間欠運転は省エネ目的には良いが土木躯体に悪影響な場合がある。資産管理の観点も留意すべ

きである。 
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・脱炭素のために下水道使用料の単価を上げることは難しい。法律等による義務化等が施策推進
の動機付けになると思う。また、脱炭素化の推進が各下水道事業管理者のメリットと感じられ
るようにすることも課題。 

・電源構成の変化により温室効果ガスは減るが、それに関わらず省エネ等によりエネルギー使用
量を削減していくことが重要。 

 
２）下水道が有する資源・エネルギーの有効活用について 
・廃棄物処理事業との連携強化が重要である。 
・窒素、アンモニア回収や肥料等の他分野の研究開発と連携し、推進するべきである。 
・汚泥処理等に必要な熱エネルギーをコジェネで確保し、残りの余剰消化ガスは都市ガス化して

「地産のカーボンニュートラルエネルギー」として環境価値を加え、外部供給することが有望
である。 

・消化ガスの水素化は、現時点では供給体制と比べて水素需要が低水準であり、供給先の確保が
課題となる。また、水素製造コストが追加でかかることや水素導管供給コストは導管インフラ
等の整備コストがかかる上、高圧ガス保安法、ガス事業法等の規制が厳しいという問題を抱え
ている。 

 
 以下、「第三章（２）2030 年目標達成のための導入すべき技術及び技術開発項目の議論におけ
る意見等」と「第四章（2）2050 年カーボンニュートラルの実現に貢献するための下水道技術の
議論における意見等」の双方に関連するため、再掲。 
 
・消化ガス発電の効率は、現状では 40％程度。廃熱を十分に利用する必要がある。 
・廃熱利用ができる場所にて発電するなど、技術開発とともに、社会の仕組みを考える必要があ

る。 
 
（３）シナリオに基づいたカーボンニュートラルの実現可能性に関する試算と効果的な技術分野 

2018 年度時点で下水道分野からは、約 600 万 t-CO2 が排出されている。そこで、下水道分野、
下水道と関連する他分野の技術開発の動向を踏まえ、どのような対策・技術分野が 2050 年カーボ
ンニュートラルの実現に貢献することができるか検討するために、2 つのシナリオに応じた感度
分析的な試算を行った。シナリオは、現行の取組の延長線上で実施されると想定される取組を考
慮した「現行トレンドシナリオ」と下水道分野でのカーボンニュートラルの実現をするために必
要な取組を考慮した「ゲームチェンジシナリオ」について設定した（表 4-1）。両者を比較し、有
為な技術分野を“見える化”するため、削減効果の試算を実施した。なお、表 4-1 記載の各条件は
全処理場に一律に反映させたものである。 

 
１）現行トレンドシナリオ、ゲームチェンジシナリオ共通の試算の条件 

・2050 年度の総人口は国立社会保障・人口問題研究所が予測する出生中位推計値２）を踏まえて、
1 億 2 百万人とし、また、下水道処理人口普及率は 2020 年度実績の 80.1％3）で推移する。下水
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道処理人口を 8 千 2 百万人とする。 
・処理水量、一人当たりの処理水量、発生汚泥量については、下水道統計（平成 30 年度版）４）及

び国土交通省が実施した汚泥有効利用に関する調査 5）から 1 人当たりの処理水量、発生汚泥量
を算出して 2050 年度の下水道処理人口に乗じることで処理水量（約 119 億 m3/年）、発生汚泥
量（約 1,727 千 t-DS/年）とした。 

・高度処理水量については、下水道処理人口の 84.9％が高度処理を必要するとし（国土交通省調
査より）、必要な高度処理の普及率が 100％に到達するとした（高度処理水量（約 70 億 m3/年））。 

・電力に由来する CO2 の排出係数については、地球温暖化対策計画で定める 2030 年の排出係数
0.25kg-CO2/kWh４）とした。 

・焼却する汚泥量については、発生汚泥量の内 56％が焼却されるとした（2018 年度実績）。 
 
２）現行トレンドシナリオの試算条件 

これらに対して、図 4-1 に示す処理工程を全国の下水処理場で実施したと仮定した。 
・電力使用量については、処理設備に現在の省エネ技術である高効率散気装置、センサー技術等

を用いた DO 制御技術等が普及するとともに、運転管理の最適化に取組まれる。それらの結果、
単位水量当たりの電力使用量は 2018 年度時点の 0.51kWh/㎥ 4）よりも 36％削減される。 

・燃料の使用については、下水道における地球温暖化対策マニュアル 7）で示された排出係数を用
いて、人口減少の割合だけ燃料使用量が減少する。 

・水処理に伴って排出される N2O については、現在までに排出メカニズム等で不明な部分が多
く、対策までは達しない。現行の排出係数（処理水量当たり二次処理：142 ㎎-N2O/m3、高度処
理：11.7 ㎎-N2O/㎥６））として、水量に乗ずる。 

・汚泥焼却に伴って発生する N2O については、焼却炉がすべて現在の排出係数のトップランナー
値である 0.226kg-CO2/t-wet（アンケート調査より）が適用される焼却炉に置き換わり、当該排
出係数に汚泥発生量を乗ずる（汚泥含水率 80％で換算）。 

・創エネについては、B-DASH プロジェクトで実証された高濃度消化・消化ガス発電を行うとし、
消化汚泥、未消化汚泥ともに、現行の新型焼却炉による焼却を行うものとした。なお、このと
き消化ガス発電や焼却炉の廃熱利用が行われる。 
上記における具体的な条件として、発生汚泥量のうち、74％が消化槽に投入されることとした。
この数値は、2030 年度時点で目標とする下水汚泥エネルギー化率 37％に相当する※１。また、
発生汚泥の固形分の 80％が有機物であり、消化率は 60％8）、廃熱等の利用と合わせて総合効率
75％9）としてエネルギー利用されるとした。焼却炉の廃熱利用は過年度の B-DASH プロジェク
ト 10)の効果を用いた。 
 
※１：現在の下水汚泥エネルギー化率の算出に当たっては、下水汚泥固形物分（DS）の約 80％が有機物、消化

率として約 50％が考慮されている。そのため、最大でも下水汚泥固形物分の 40％ということになる。こ

れまでのトレンド等から単純に外挿して数字を求めると、誤った数字で試算してしまう恐れがある。消

化槽への投入率であれば、最大で 100％となる数字であり、その恐れが無いため、分科会において、新た

に「汚泥エネルギー化投入率」を定義した。（表 4-1。ただし、消化率については、可溶可等による向上
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を見込むことができる。） 

 
３）現行トレンドシナリオの試算結果 

現行トレンドシナリオでは、2050 年において、電力の使用に伴って間接的に排出される CO2、
燃料の使用に伴って直接的に排出される CO2、水処理、汚泥処理から直接的に排出される N2O に
対し、創エネによる効果を差し引いたとしても、約 140 万ｔ-CO2 が排出されるという試算結果と
なった。 

 
４）ゲームチェンジシナリオの試算条件 

ゲームチェンジシナリオでは、図 4-2 に示す処理工程を全国の下水処理場で実施したと仮定し
た。 
・電力使用量については、現行トレンドシナリオで導入した省エネ機器に加え、最初沈殿池では

B-DASH プロジェクトで実証した超高効率固液分離等の技術 11）を用い、できる限り多くの生
汚泥を回収する。その結果、反応槽に流入する有機物が減少し、反応槽において必要な送風量
は減少する。ICT を活用して的確な送風量を設定することで、電力使用量を減少させる。それ
らの結果として、単位水量当たりの電力使用量は、2018 年度時点の 0.51 kWh/ｍ３よりも 41％
削減される。 

・燃料の使用については、太陽光発電によって生成した水素などのカーボンフリー燃料となり、
現在、燃料の使用が残ると想定している場外ポンプ場でも CO2 ゼロエミッション化が達成され
る。 

・水処理に伴って排出される N2O については、排出のメカニズムが解明され、排出抑制技術が確
立される。現行の高度処理の排出係数 11.7 ㎎-N2O/m3 を適用する。 

・汚泥焼却に伴って発生する N2O については、現在の排出係数のトップランナー値 0.226kg-
CO2/t-wet（アンケート調査より）からさらに改善が見込まれると仮定し、0.151kg-CO2/t-wet
（アンケート調査より）とする（汚泥含水率 80％で換算）。 

・創エネについては、現行トレンドシナリオよりも以下について、進展する。発生汚泥量の 100％
が消化槽に投入される。これらに加え、発生汚泥量の 50％（固形分当たり）の生ごみや木質バ
イオマスを消化槽に投入し、バイオガスを増加させる。（消化率については、下水汚泥は 60％
8）、生ゴミは 85％12）、木質バイオマスは 30％12）。）さらに、太陽光発電等で製造した水素（カー
ボンフリー水素）を用いて、消化槽中の CO2 と反応させて CH4 発生量を増加させるメタネーシ
ョンにより、消化ガスのメタン濃度は下水汚泥由来は 67％、生ごみ由来は 95%、木質バイオマ
ス由来は 34%とする。これらのバイオマスから発生したバイオガスによる発電と焼却炉の廃熱
等の利用と合わせて総合効率 85％13）としてエネルギー利用される。 

・消化後の汚泥については、発生汚泥量の約 44％を化学肥料の代替として堆肥化（コンポスト化）
し、コンポストとしていない汚泥については、現行トレンドと同様に焼却する。 

 
５）ゲームチェンジシナリオの試算結果 

ゲームチェンジシナリオでは、2050 年において電力の使用に伴って間接的に排出される CO2、
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燃料の使用に伴って直接的に排出される CO2（ただし、燃料については、ゼロエミッション化で
実質ゼロ）、水処理、汚泥処理から直接的に排出される N2O に対して、創エネの効果により、マ
イナス約 13 万ｔ-CO2、すなわち、概ねカーボンニュートラルが達成できるという試算結果とな
った。 

これらの現行トレンドシナリオ及びゲームチェンジシナリオに基づく試算結果を 2018 年度の
下水道からの CO2 排出量と合わせて、図 4-3 に示す。これらの試算から、以下の取組がカーボン
ニュートラルの実現に向けて、貢献度が高いことを確認した。 
・省エネ対策の実施 
・水処理・汚泥処理に伴うエネルギー使用量を下水道のシステム一体で削減 
・生ゴミ等の地域バイオマスを含めて一体的に有機性廃棄物処理を実施 
・消化の促進とともに、CO2、カーボンフリー水素を活用した徹底的なバイオガスの生成を実施 
・バイオガス発電の廃熱など、熱もフルに活用 
・水処理・汚泥処理過程で発生する N2O の抑制対策の実施 
・コンポスト利用など、下水道に関連する他の分野の CO2 削減に資する取組も推進 
 
 当該試算においては下記の課題を考慮していない。 
・超高効率固液分離等の技術を用いて回収した生汚泥の増加に伴う発電量の増加分 
・水処理から発生する CH4 への対策 
・下水熱利用の普及 
・下水処理場やポンプ場内における太陽光発電の促進 
・バイオガスの生成や熱利用における、需給の年間変動の考慮 
・処理方式や規模、地域社会の状況 
これらを詳細に考慮すると、試算結果等は変わりうることになる。 
 なお、上記以外にも効果的な水処理・汚泥処理、エネルギー利用を排除するものではない。 
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表 4-1 2050 年カーボンニュートラルの実現可能性に関する試算のシナリオ 

 現行トレンドシナリオ ゲームチェンジシナリオ 

総人口 

（下水道処理人口、下水道処

理人口普及率） 

102 百万人 

（82 百万人、80.1％） 

処理水量 

（一人当たり処理水量） 

119 億㎥/年 

（146 ㎥/人/年） 

高度処理水量 

（二次処理水量） 

70 億㎥/年 

（49 億㎥/年） 

発生汚泥量 

（一人当たり発生汚泥量） 

1,727 千ｔ-DS/年 

（21.2kg-DS/人/年） 

電力由来の CO2 排出係数 0.25kg-CO2/kWh 

 

 

 

 

 

 

 

追 

 

加 

 

の 

 

対 

 

策 

電力 ・従来型省エネ対策：電力の 36％

削減（高効率散気装置、DO 制御技

術、運転管理等） 

・B-DASH 技術も活用した省エネ対策：電力の

41％削減（左記に加え、流入有機物の除去技術及び

ICT を活用した運転管理により、反応槽の送風に係

る電力をそれぞれ 14％及び 13％削減） 

燃料 － ・カーボンフリー燃料（太陽光発電によって生成

した H2 等）による場外ポンプ場の CO2 ゼロエ

ミッション化 

水処理に伴う N2O － 

（排出係数について、高度処理では

11.7mg/㎥、二次処理では 142mg/㎥を

使用（現行の排出係数）） 

・N2O 排出抑制技術が確立することを前提とし、

全処理水量に対して、現行の高度処理の排出係

数 11.7mg/㎥を使用 

汚泥焼却に伴う N2O ・排出係数は現在のトップランナ

ー値である 0.226kg-CO2/t-wet

を使用 

・メーカーヒアリング等による更なる排出係数

の 改 善 が 見 込 ま れ る と 仮 定 し 、 0.151 kg-

CO2/t-wet を使用 

創エネによる効果 ・汚泥エネルギー化投入率※1 を

74％（2030 年度目標の下水汚泥

エネルギー化率 37％に対応した

数値） 

・廃熱を回収し、総合効率 75％で

エネルギー化 

・汚泥エネルギー化投入率を 100％、更に発生汚

泥量に対して 50％の生ゴミや木質等の地域バ

イオマスを混合消化。 

・各有機性廃棄物の消化率は下水汚泥 60％、生

ゴミ 85％、木質バイオマス 34％。 

・メタネーションによるメタン濃度が 60％から

67％に増加すると仮定。 

・廃熱を回収し、総合効率 85％でエネルギー化 

その他 － ・汚泥肥料（コンポスト）により化学肥料を代替 

 ※1：下水汚泥エネルギー化投入率：下水汚泥中の有機物重量のうち、エネルギー利用のために消化槽に投入さ

れた重量の割合と定義 
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図 4-1 現行トレンドシナリオの処理フロー 

 

 
図 4-2 ゲームチェンジシナリオの処理フロー 
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図 4-3 現行トレンドシナリオとゲームチェンジシナリオによる 2050 年の下水道からの CO2 排出量の試

算結果 

 
（４）導入すべき技術分野や技術開発の方向性 
 下水道技術ビジョンのロードマップに示す下水道分野と下水道に関連する他分野の技術開発動
向及びシナリオ別の試算並びに令和３年度下水道技術開発会議エネルギー分科会における議論を
踏まえ、2050年カーボンニュートラルの実現に貢献するために導入すべき技術分野や技術開発の
方向性について、次のとおり整理する。 
 
１）導入すべき技術分野 
・下水中の有機物を水処理過程の中でも可能な限り回収し、エネルギー回収効率を向上するとと

もに水処理に係る負荷を減らすことで、エネルギーの消費量を抑えるなど、水処理・汚泥処理
に係るエネルギー使用量をシステム一体的に削減する技術。 

・個別設備についての省エネ化・無動力化技術やエネルギー消費の見える化、運転管理手法の改
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善をセットで行うエネルギーマネジメント手法の開発。また、これまで燃料が使用されている
設備の電化促進やカーボンフリー燃料の利用を可能とする技術。 

・生ゴミ等の地域バイオマスを含めて一体的に有機性廃棄物処理を実施するための前処理や消化
等に関する技術。汚泥の可溶化など消化性能の向上を図る技術やCO₂、カーボンフリー水素を
活用して、徹底的にバイオガス生産量を増加させる技術。 

・エネルギー化の過程で発生する廃熱の利用及び利用推進のための技術。 
・有機物以外にもアンモニアやリン等を回収し、効率的に肥料化・エネルギー化を図る技術。 
・下水熱利用を促進する技術。 
・水処理・汚泥処理過程で排出されるCH4やN2Oの抑制対策技術。 
・CO2削減効果の評価手法、下水道事業者などが目標設定するためのベンチマーク手法や性能指

標設定手法に関する技術。 
・下水道のデジタル化を通してオペレーションの省力化や省エネ化を推進するためのICT技術

（AI、センシング、制御技術）。 等 
 
２）技術開発の方向性 

導入すべき技術分野に関連する技術開発を総合的に推進する。 
技術開発にあたっては、地域の人口減少に伴う水量や水質の変化及びコストも踏まえ、地域特

性や処理方式、規模に応じた柔軟性のある持続可能性の高いメニューの整備についても今後検討
する。また、下水道に関連する他分野の技術開発等の取組の成果を賢く活用する。 

開発した技術の導入においては、各下水道事業者が脱炭素化に向けたグランドデザインを描
き、それらを地球温暖化対策の推進に関する法律に基づく実行計画等にも反映して、着実に推進
する。 

地球全体のカーボンニュートラルに貢献するという視点も重要であることから、本邦技術の海
外展開を支援するための標準化やガイドライン等の作成など技術的な支援も引き続き推進する。 

また、今後の研究課題として残る社会構造の変化や水循環・水環境、物質循環、エネルギー等
を勘案した将来的な下水道・流域管理・社会システムの全体最適やあり方、調達制度等の仕組み
に関する事項についても技術的な見地から継続的に調査・研究する。 

なお、本整理に留まらず、今後も不断の検討、見直しを行い、下水道分野がカーボンニュート
ラルの実現に大きく貢献できるよう取組む。 

図 4-4 に脱炭素社会に貢献する循環のみち下水道～カーボンニュートラル実現に資する技術の
イメージ～を示す。 
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図 4-4 脱炭素社会に貢献する循環のみち下水道 

～カーボンニュートラル実現に資する技術のイメージ～ 
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第５章 2050 年カーボンニュートラルの実現に貢献するための下水道技術の技術開発ロードマ
ップ    

 下水道技術ビジョンのロードマップに示す下水道分野や下水道に関連する他分野における技術
開発動向及びシナリオ別の試算並びに令和 3 年度下水道技術開発会議エネルギー分科会における
議論の成果として、2050 年カーボンニュートラルの実現に貢献するために導入すべき技術分野や
技術開発の方向性を整理した。これを踏まえて、2050 年カーボンニュートラルの実現に貢献する
ための下水道技術の技術開発ロードマップを作成した。 
 技術開発期間として、実証研究については、その後の導入拡大に要する期間も含めて遅くとも
2040 年までに実施することとしている。 
 当該ロードマップは、各主体の技術開発の参考としていただくとともに、今後下水道技術ビジ
ョン改訂の際には必要な事項を反映する予定である。また、不断の見直しを実施していくものと
する。なお、現段階で知り得た情報に基づき、技術開発項目等を極力網羅したもので、現在まで
に判明している技術の重要度、メリットやディメリット等を反映したものではない。 
  
 
（１） 速やかに取組むべき技術開発項目 
 特に 2050 年に向けて対策効果が大きく、普及を考慮すると速やかに技術開発を進めるべき技
術開発項目を以下の表 5-1 に整理する。 
 また、実用化されている技術はあるが、更なる改善やメニューの充実を図るべき技術分野を表
5-2 に整理する。 
 なお、カーボンニュートラルの実現への貢献に関しては、様々な手法があることを承知してお
り、ここに記載する事項以外の開発を妨げるものではない。 
 

表 5-1 速やかに取組むべき技術開発項目（実用化されていない技術分野） 

‘①全体最適化に関する事項 

技術目標１ 下水道施設の省エネ・創エネとあわせたエネルギー消費最小化とエネルギー自立に向けた技術開発 

技術開発項目１－１ 下水道施設の省エネ・創エネとあわせたエネルギー消費最小化とエネルギー自立 

技術目標２ 水処理・汚泥処理の最適化に資する技術開発 

技術開発項目２－８ 地域全体を見た資源有効利用、放流先、エネルギー消費、GHG 削減等の観点からの水処

理・汚泥処理の全体最適化に向けた調査研究等 

技術開発項目２－９ 化石燃料使用機器の電化やカーボンフリー燃料利活用 

②CH₄,N₂O の排出削減に関する事項 

技術目標３ 下水道から排出される CH₄,N₂O の排出削減に関する技術開発 

技術開発項目３－１ 水処理における N₂O 発生機構の解明、微生物群集構造の解析・制御等による排出抑制技術

の実用化 

④創エネルギー・再生可能エネルギーに関する事項 
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技術目標８ 下水道施設と下水資源を活用したエネルギー生産技術の開発 

技術開発項目８－４ 膜ろ過・嫌気処理による省エネ・創エネ型水処理技術 

技術目標９ 汚泥直接、汚泥由来バイオガスや硫化水素などからメタン、水素、CO₂等の有効利用ガス成分の効率

的な分離・濃縮、精製、回収技術の開発 

技術開発項目９－３ 余剰電力・メタンガスや太陽光発電を用いて製造したカーボンフリー水素を活用したメ

タネーション技術 

⑤地域バイオマスの活用に関する事項 

技術目標１２ 地域の間伐材等の未利用資源を活用して脱水効率、消化効率、焼却効率を向上させる技術の開発  

技術開発項目 12－５ 地域で発生したバイオマス・プラスチック等を用いた焼却炉の効率的運転 

技術開発項目 12－６ 高負荷水・バイオマス受入に関する評価手法や受け入れ技術 

技術目標１４ 下水中の多様な物質の効率的回収に関する技術の開発 

 技術開発項目 14－１ 下水・下水汚泥構成元素の分離・リサイクル技術等の開発 

⑥農林水産物生産及び高付加価値製品製造に関する事項 

技術目標１６ 高付加価値製品等の製造技術の開発 

技術開発項目 16－4 バイオマスから製造する製品、資材等の無害化、安全性確保に関する技術 

 
表 5-2 速やかに取組むべき技術開発項目（実用化されている技術はあるが、更なる改善やメニューの

充実を図るべき技術分野） 

①全体最適化に関する事項 

技術目標２ 水処理・汚泥処理の最適化に資する技術開発 

技術開発項目２－１ 水処理・汚泥処理の全体最適化による省エネ技術 

技術開発項目２－２ ICT、AI を活用した省エネ水処理技術。流入水量・水質の変動にあわせた曝気風量の制御

や酸素溶解効率の向上等によるエネルギー最適化 

技術開発項目２－３ 送風プロセスの最適化による省エネ技術   

技術開発項目２－４ 活性汚泥法代替の曝気を行わない省エネ型水処理技術 

技術開発項目２－７ エネルギーマネジメント 

②CH₄,N₂O の排出削減に関する事項 

技術目標３ 下水道から排出される CH₄,N₂O の排出削減に関する技術開発 

技術開発項目３－４ N₂O 排出量の少ない、より高度な焼却技術 

③指標化、定量化並びに技術開発制度に関する事項 

技術目標４ ベンチマーキング手法を活用した、事業主体のエネルギー効率改善促進 

技術開発項目４－１ エネルギー効率に関する適切な技術的指標、ベンチマーキング手法の導入を支援する技術 

技術開発項目４－２ 省エネ・創エネ・省 CO₂性能の合理的な定量化手法 

④創エネルギー・再生可能エネルギーに関する事項 

技術目標８ 下水道施設と下水資源を活用したエネルギー生産技術の開発 

技術開発項目８－６ 汚泥炭化（乾燥、水熱炭化）、熱分解ガス化等による燃料化技術の効率化 

技術目標９ 汚泥直接、汚泥由来バイオガスや硫化水素などからメタン、水素、CO₂等の有効利用ガス成分の効率
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的な分離・濃縮、精製、回収技術の開発 

技術開発項目９－２ バイオガスや汚泥や処理水から直接水素を抽出製造する技術 

技術目標１０ 嫌気性消化に関する各種バイオマス受け入れも視野に入れた運転管理方法や既存システムの改良技

術の開発 

技術開発項目 10－２ 高濃度濃縮技術、汚泥可溶化、マイクロ波の活用等消化性能を向上させる等による既存消

化槽の高効率エネルギー生産・回収型への転換技術 

技術目標１１ 熱利用による下水処理場でのエネルギー利用効率化技術の開発 

技術開発項目 11－１ バイオガス発電、汚泥焼却等の廃熱利用の効率化に関する技術 

⑤地域バイオマスの活用に関する事項 

技術目標１２ 地域の間伐材等の未利用資源を活用して脱水効率、消化効率、焼却効率を向上させる技術の開発  

技術開発項目 12－２ 様々な状態で発生する、剪定枝、除草刈草、廃棄物等の受け入れ、前処理、メタン発酵技

術 

技術目標１３ 下水処理場における多様なバイオマス利用技術を比較するためのＬＣＣ評価及びＬＣＡ評価等に関

する技術の開発 

技術開発項目 13－１ 各種バイオマスのバイオマス有効利用技術のＬＣＣ，ＬＣＡ分析・評価に関する技術 

⑥農林水産物生産及び高付加価値製品製造に関する事項 

技術目標１６ 高付加価値製品等の製造技術の開発 

 技術開発項目 16－3 汚泥炭化（乾燥、水熱炭化）、発酵等による肥料化技術の効率化 

 
（２） 分野ごとの 2050 年カーボンニュートラルの実現に貢献するための下水道技術の技術開発

ロードマップ 
 以下に 2050 年カーボンニュートラルの実現に貢献するための下水道技術の技術開発ロードマ
ップを示す（図 5-1～図 5-6）。本ロードマップでは、今後検討を進めるべき事項について、6 つの
分野に分けて整理した。 

なお、「新規」としているものは、下水道技術ビジョンにない事項を示す。 
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図 5-1 2050 年カーボンニュートラルの実現に貢献するための下水道技術の技術開発ロードマップ（全

体最適化に関する事項 その 1） 
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図 5-1 2050 年カーボンニュートラルの実現に貢献するための下水道技術の技術開発ロードマップ（全

体最適化に関する事項 その 2） 
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図 5-2 2050 年カーボンニュートラルの実現に貢献するための下水道技術の技術開発ロードマップ（CH4、

N2O に関する事項） 
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図 5-3 2050 年カーボンニュートラルの実現に貢献するための下水道技術の技術開発ロードマップ（指

標化、定量化並びに技術開発制度に関する事項） 

 

 
図 5-4 2050 年カーボンニュートラルの実現に貢献するための下水道技術の技術開発ロードマップ（創

エネルギー・再生可能エネルギーに関する事項 その 1） 
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図 5-4 2050 年カーボンニュートラルの実現に貢献するための下水道技術の技術開発ロードマップ（創

エネルギー・再生可能エネルギーに関する事項 その 2） 
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図 5-4 2050 年カーボンニュートラルの実現に貢献するための下水道技術の技術開発ロードマップ（創

エネルギー・再生可能エネルギーに関する事項 その 3） 
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図 5-5 2050 年カーボンニュートラルの実現に貢献するための下水道技術の技術開発ロードマップ（地

域バイオマスの活用に関する事項） 

 
 
 
 



53 
 

 

 

図 5-6 2050 年カーボンニュートラルの実現に貢献するための下水道技術の技術開発ロードマップ（農

林水産物生産及び高付加価値製品製造に関する事項） 
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第６章 令和 4 年度以降の課題 

 当面の間、下水道技術開発会議エネルギー分科会においては、以下の課題について、議論等を
すべきと考えている。 
 下記の①、③、④については、令和 4 年度に国総研下水道研究部において調査・研究を進める
課題であり、分科会委員からも助言や意見等をいただきたいというものである。②については、
様々な視点から検討を加えるべき課題と捉えており、複数年に渡る長期の検討が必要と考えてい
るものである。⑤や⑥については、社会経済情勢等を踏まえて、検討の俎上に載せていくべきも
のと考えている。 
 
（１）令和４年度から検討する事項 
○2030 年度の目標達成に向けた課題 
①下水道に関連する他分野への貢献の評価手法や地方公共団体が温室効果ガス削減目標を設定す

ることに資するベンチマーク手法に関する国総研の検討状況についての報告・意見聴取。（第 5
章の「2050 年カーボンニュートラルの実現に貢献するための下水道技術の技術開発ロードマッ
プ」（以下「ロードマップ」という。））中の技術開発項目 1-1、4-1、4-2 関連） 

○カーボンニュートラル実現への貢献に向けた課題 
②将来的に、下水道・流域管理・社会システム全体を視野に入れて全体最適化のあり方の議論を

進めていくことに備え、現状の取組（水質とエネルギー消費量のバランスを取りながら管理す
る｢二軸管理』、季節別に下水処理場からの放流水質を変更する『季節別運転』、下水道に関係す
る有機物、窒素、リン等の『物質循環』、新技術等の関連情報）の把握、取組むべき範囲（スコ
ープ）の明確化、地域特性や社会情勢の変化等に応じた様々なシナリオの検討、効果的な対応
策の感度分析、工程の整理等。（ロードマップ中の技術開発項目 2-8 関連） 

③水処理過程で発生する N2O の排出状況やメカニズム分析に関する国総研の検討状況について
の報告・意見聴取。（ロードマップ中の技術開発項目 3-1 関連） 

○2030 年度の目標達成及びカーボンニュートラル実現への貢献に向けた共通課題 
④廃棄物分野との一体処理促進に資する効果的な連携ケースや資産効果に関する国総研の検討状

況についての報告・意見聴取。（ロードマップ中の技術開発項目 13-1 関連） 
 
（２）令和５年度以降に検討する予定の事項 

⑤汚泥の肥料化やリン回収技術の導入促進に資する検討。（ロードマップ中の技術開発項目 16-3、
16-4 関連） 

⑥ロードマップの進捗状況の把握等、フォローアップに関する事項 
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